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研究対象は非裂健常者 82名(健常者群)と片側性完全唇顎口蓋裂術後患者 80名(口蓋裂群)の 2 群として，年齢，
身長，体重によって以下の 4発育段階 (stage) に区分した。すなわち， stage 1 は 4 才時， stage 2 は 8 才時， stage 
3 は 12 才時， stage 4 は 17才時を中心とした時期である。分析資料には安静時側面頭部X線規格写真を用い，計測基
準として Nasion と Sella を通る直線をX軸， Sella を通り X軸に垂直な直線をY軸とする座標軸を設定した。計測点
として頭蓋基底部に Ba (大後頭孔の前縁最下点)， Ho (鋤骨後縁と蝶形骨体の交点、)，頚椎に At (環椎前結節の最前
点)， CV2 (軸椎の最下点)， CV3 (第 3頚椎の最下点)，上顎の骨口蓋に ANS (前鼻赫)， PMP (Ptm から口蓋平




た。有意性の検定は t 検定により危険率 1 %， 5%で行った。計測は各計測点の前後的・垂直的成長発育， 2計測点間の
線的計測，軟口蓋長 (PMP -U) を鼻咽腔深度 (PMP -PPW) で除した比率 Adequate ratio について行った。研
究対象の各発育段階への区分は年齢，身長，体重により行ったが，健常者群と口蓋裂群とを同-stage で検討すること









3. 鼻咽腔周囲構造は特に頚椎と上顎の骨口蓋後方点 (PMP) の垂直的成長発育に以下の様な所見を呈した。
1) 健常者群の At と PMP はいずれの stage でも同様の成長発育を示し，ほぼ平行な位置的関係を維持していた。
2) 口蓋裂群では At に対して PMP は著しく上方位に留った位置的関係を各 stage を通じて維持した。
3) 両群の CV2 と CV3 の垂直的成長発育は At と PMP よりも著しく大きく，増齢的にその差異は大きくなる傾向が
あった。
4. 口蓋裂群の Adequate ratio は stage4 において健常者群より低くなる傾向が示された。すなわち，鼻咽腔閉鎖に
関係する解剖学的要素は口蓋裂群において成熟期に問題となる可能性もあることを示した。
以上の結果は，鼻咽腔周囲構造の成長発育の立場から口蓋裂術後患者の鼻咽腔閉鎖不全症に対する二次的治療，特に
咽頭弁移植術の適応を検討する上で極めて重要な指針となるものと考える。
論文審査の結果の要旨
口蓋裂術後患者では鼻咽腔閉鎖機能の達成が重要であるが，この機能を営む基盤となる鼻咽腔部の成長発育要素に関
する検討が必要であった。
本研究は，幼児期から青年期に至る健常者と口蓋裂術後患者の鼻咽腔周囲構造の成長発育を安静時側面位頭部X線規
格写真を分析資料として，横断的に比較検討した。その結果咽頭上部をなす頭蓋基底部と咽頭後部をなす頚椎の成長発
育は各発育段階において両者間に差異はないが，口蓋裂術後患者では鼻咽腔前部をなす上顎が後上方位を示し，特に垂
直的成長発育に著しい障害を示していることを明らかにした。
この業績は口蓋裂術後壱、者における鼻咽腔閉鎖不全症に対する二次的治療，特に咽頭弁移植術の適応を検討する上で
極めて重要な示唆を与えるものであり，博士(歯学)の学位に十分値するものと認める。
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